（様式１）


年　月　日
　　経済産業大臣　名　　殿

都道府県知事（又は市町村長）　名
　　　　　　　　　　　　
※地域内連携で申請する場合は、それぞれ都道府県知事又は市町村長を記載すること

第１回燃料電池商用車の導入促進に関する重点地域（地方公共団体名）　計画申請書


記
１．名称等

	申請者
	地方公共団体名
	

	
	都道府県知事（又は市町村長）
	

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号
（代表・直通）
	

	
	E-Mail
	


※地域内連携で申請する場合は、地方公共団体名の名称等の記載欄を追加して記載すること



２．地域における商用車潜在需要の状況
	２－１．地域特性・概要

	　（例）本県は、～に位置し、東西の物流の要所になっており、特に○○地域等においては～。

	２－２．地域内に登録されている車両の輸送トンキロ数

	○○　トンキロ
※上記を証明する資料を添付のこと。

	２－３．地域内の高速道路における大型車走行台数

	○○　台/日　（高速道路名）
※複数記載可
※上記を証明する資料を添付のこと。





３．地域内における水素モビリティ普及に向けた取組状況 
	３－１．概要

	　（例）本県は、○○年以降、水素モビリティの普及に取り組んでおり、令和○年○月時点で燃料電池自動車○○台、燃料電池商用車○○台（バス：○台、小型トラック：○台）の普及、水素ステーションについては、○○箇所（整備中含む）が整備されている。
　　また、○○実証において、○○の導入実績があり～

	３－２．燃料電池商用車普及に向けた協議会等の設立状況 

	
	協議会等名
	

	設立年月
	

	参画企業・団体
	※別添でも可

	協議会等の概要
	

	開催経緯・
開催実績
	

	周辺の地方公共団体との将来的な連携に向けた検討状況
	

	その他
	


※上記協議会等の内容がわかる資料を添付すること。
※必要に応じて、上記協議会等における、需要ポテンシャルの高いエリア、商用車の導入見込み、水素ステーション整備計画の検討状況を記載すること。


	３－３．車両導入目標、水素ステーション整備目標

	
○車両導入目標
	車両導入目標
（目標年度）
	○台
（実績）
	○台
（○年度）
	○台
（○年度）
	○台
（2030年度）

	うち大型トラック
	○台
	○台
	○台
	○台

	うち小型トラック
	○台
	○台
	○台
	○台

	うちバス
	○台
	○台
	○台
	○台


2030年度目標の公表日：○年○月○日　公表方法：

○水素ステーション整備目標
	水素ステーション整備目標（目標年度）
	○基
（実績）
	○基
（○年度）
	○基
（○年度）
	○基
（2030年度）

	うち大規模水素ステーション
	○基
	○基
	○基
	○基

	うち中小規模水素ステーション
	○基
	○基
	○基
	○基


※上記目標設定の議論状況が分かる３－２．協議会等の資料等を添付のこと。
※燃料電池商用車の登録台数を示す資料を添付のこと。
※目標の公表状況がわかる資料を添付すること。
※地域内連携で申請する場合においては、地方公共団体毎の目標を記載すること。
※車両導入目標については、2030年度（必須）に加え、必要に応じて、中間年度目標（2028年度頃）等、他の年度を記載すること。
※水素ステーション整備目標については、必要に応じて、2030年度に加え、中間年度目標（2028年度頃）等、他の年度を記載すること。
※必要に応じて、燃料電池商用車の導入、水素ステーションの整備実績を記載すること。


	３－４．燃料電池商用車の普及拡大に向けた地方公共団体による支援の取組

	
○燃料電池商用車の車両導入支援
	事業名
	

	事業内容
	

	補助対象者
	

	補助率
	

	補助上限額
	

	補助金総額
	

	その他
	



○水素ステーションの整備費支援
	事業名
	

	事業内容
	

	補助対象者
	

	補助率
	

	補助上限額
	

	補助金総額
	

	その他
	



○水素ステーションの運営費支援
	事業名
	

	事業内容
	

	補助対象者
	

	補助率
	

	補助上限額
	

	補助金総額
	

	その他
	



○その他、燃料電池商用車普及拡大に資する支援等
	事業名
	

	事業内容
	

	補助対象者
	

	補助率
	

	補助上限額
	

	補助金総額
	

	その他
	


※各事業の令和７年度予算要求状況が分かる資料等を添付のこと。
※地域内連携で申請する場合においては、それぞれの自治体の支援取組を記載すること。

	３－５．その他燃料電池商用車の普及拡大に向けた地方公共団体による取組※自由記載

	



1

